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本研究は、三宅泰輔 (未公刊) 2016年度南山大学総合政策学部総合
政策学科卒業論文「省エネ家電購買行動の意思決定を促すアプローチ
に関する研究」の一部である。 



社会的背景 
 環境配慮型製品の購買行動への注目 

 環境省「循環型社会形成推進基本計画」の策定 

○ 2R(リデュース、リユース)の推進 

 内閣府大臣官房政府広報室(2009，2012)「環境問題に
関する世論調査」 

○ 「商品購入の段階からごみ減量を意識した行動が必要
である」と考える回答者が多い 

○ ただし、ごみを少なくするために大切だと思う行動と
して挙げた人の割合よりも、行っている行動として挙
げた人の割合の方が約10％少ない 

○ 人々の意識と実際の行動との間に、まだまだ隔たり 

○ 個々人が「グリーンコンシューマー」たる社会の実現
には、購買行動へのアプローチに関する研究が不可欠 



社会的背景 
 環境配慮型家電製品の購買行動への注目 

 非日用品においても廃棄物抑制が求められている 

○ 家電リサイクル法、小型家電リサイクル法の制定 

 エコポイント 

○ 家電エコポイント制度（平成23年3月まで）等によ
る省エネ家電製品の普及により、年間約270万トン
のCO2削減効果(環境省，2012) 

○ 今後は、家電エコポイント制度なしで、省エネ家電
製品を普及、促進していく必要がある 

 省エネ家電製品の普及促進は、環境配慮設計製品を普及
させ、新たなる資源投入を抑え、CO2排出量も削減する 

 家電製品の購買行動を分析していくことは、私たちが
「グリーンコンシューマー」となる上で必要 



「環境配慮型家電製品」の定義 
 「統一省エネラベル」(経済産業省 資源エネル
ギー庁 省エネルギー対策課, 2011) 

 製品の省エネ性能を表す省エネラベリング制度
と多段階評価基準、年間の目安電気料金がひと
目で比較できる 

 テレビ・エアコン・冷蔵庫・電気便座・蛍光灯
器具の5品目が対象。5品目以外の家電製品につ
いては「省エネラベル」が表示 

本研究は「消費電力」の低い商品、すなわち
「統一省エネラベル」において評価の高い製
品を、環境配慮型家電製品と定義 



統一省エネラベルと省エネラベル 

統一省エネラベル 

経済産業省資源エネルギー庁「統一省エネラベル個別作成」 
（http://seihinjyoho.go.jp/label_input.html）にて作成 

 



統一省エネラベルと省エネラベル 

省エネラベル 

経済産業省資源エネルギー庁「統一省エネラベル個別作成」 
（http://seihinjyoho.go.jp/label_input.html）にて作成 

 



先行研究 
 内閣府大臣官房政府広報室「地球温暖化対策に関する世
論調査」(2005,2007,2016) 

○ 温暖化対策：「買い替えや新規購入の際に省エネ性能
の高い製品を選ぶ」2005年67.2％、2007年40.4％ 

○ 「買い替え等の時期を待たずに省エネ効果の高い製品
を選ぶ」：約15％ 

○ 「買い替え等の際には性能、デザイン等より省エネ効
果の高い製品を優先して選ぶ」：約40％ 

 福西・中谷・森田(2013)：消費者が家電製品を購入する

際に重視する項目(7品目を調査)全品目「価格」が1番 

  製品機能・性能や省エネ性能に注目しつつ、価格を強
く意識している 

 省エネ性能を重視する人の割合は、家電エコポイント
制度実施前と実施後で、大きな差が見られない 



先行研究 
 福西ら(2013)、候(2013) 

 多くの人が家電製品購入時に特に注目するのは「価
格」「機能」「消費電力」。「環境負荷」は少数。 

 製品価格・消費電力の変化と、家電製品の購買行動の
関連の因果関係は検討されていない 

 滋野(2007) 

 製品の環境配慮属性の強調は、高価格のイメージを形
成し需要意識を逓減させる可能性 

 環境配慮型製品への購買意図が高い場合 

○ 環境配慮態度がポジティブ：追加支払許容額が高い 

○ 環境配慮態度がネガティブ：追加支払許容額が低い 

 環境配慮属性の強調と価格は相関研究のみ、「省エネ
性能」が環境配慮属性に含まれるか明確にされてない 



先行研究 
 広瀬(1994) 
環境配慮行動
の2段階モデル 

 

本研究は「省エネ性能」(便益)、「価格」(コスト)

が購買意図に及ぼす影響を実験研究により検討 

環境リスク認知 

責任帰属認知 

対処有効性 

認知 

実行可能性 

評価 

費用便益評価 

社会規範評価 

環境に優しくとの 

目標意図 

環境配慮行動の 

行動意図 



本研究の仮説 
1. 価格が安ければ、環境配慮型家電製品の購買行動意図は
促進される 

2. 省エネ性能が優れていれば、環境配慮型家電製品の購買
行動意図は促進される 

3. シナリオ内で欲しいと思った家電製品のセットの価格が
高額であるほど追加支払許容額は減少する 

4. 環境リスク認知、対処有効性認知が低いほど、追加支払
許容額は減少する 
 



方法 
 実験参加者 

 南山大学総合政策学部にて2016年春学期に開講した
「環境学概論」受講生(登録者数230名) 

 2016年秋学期に開講した「モダンの系譜(社会の諸
相)1」受講生(登録者数17名)のうち、上記の「環境学概
論」を受講していなかった11名、合計241名 

 手続き 

 それぞれの授業開始直後10分程度の時間を利用し、実
験票を回答者に配布、記入後に回収する形で実施 

 実験計画 

 価格面の便益費用評価（家電製品の価格の高低の2条
件）×省エネ性能面における便益費用評価（省エネ性能
基準より優れている，劣っているの2条件)の2要因実験
参加者間計画 



質問紙の構成 
 操作チェック項目 

 環境配慮型家電製品の購買行動についての認知・行動評価 

 シナリオ場面内での環境配慮型家電製品の購買意図 

 シナリオ場面内での価格妥当性評価 

 省エネ家電に関連した用語の認知度 

 省エネ家電製品の追加支払許容額 

 回答者の家電製品購買の際の注目要因 

 属性 

 



質問紙の構成 
 操作チェック項目 

 シナリオの中で「欲しいと思った」とされた家電製品
のセットの「価格」、「省エネ性能」、「年間電気料
金｣のそれぞれについて正しいものを2択で回答を求め
る形式 

 購買行動についての認知・行動評価項目 

 広瀬(1994)の2段階モデルより環境リスク認知、責任
帰属認知、対処有効性認知、実行可能性評価、便益費
用評価、社会規範評価を各2項目、計12項目 

○ 「1. 全くそう思わない」から「5. とてもそう思
う」の5段階の評定尺度を用意 

 シナリオ場面内での環境配慮型家電製品の購買意図項目 

 自己負担、親の負担による購買意図の2項目 

 「1. 全くそう思わない」から「5. とてもそう思う」
の5段階の評定尺度 

 

 

 



質問紙の構成 
 シナリオ場面内での価格妥当性の項目  

 「安い」「やや安い」「どちらともいえない」
「やや高い」「高い」の5段階の評定尺度 

 省エネ家電に関連した用語の認知度項目 

 「省エネラベル」「省エネ基準達成率」「家電
エコポイント」の用語の認知 

 「省エネラベル」「省エネ基準達成率」につい
ては「以前から知っている」「今回初めて知っ
た」の2つの選択肢 

 「家電エコポイント」については「知ってい
る」「知らない」の2つの選択肢 

 

 

 



質問紙の構成 
 省エネ家電製品の追加支払許容額項目 

 シナリオ中の製品について、シナリオ内の価格に加え
て、いくらまで上乗せできるか、という質問設定 

 「～15,000円まで」から5000円ずつの幅で「45,001円
以上」までの8段階の選択肢を用意 

 回答者の家電製品購入の際の注目要因項目 

 「価格」「年間電気料金」「デザイン面」「メー
カー」「環境への負荷」「寿命」「機能」「サイズ」
「評価・口コミ」の9項目 

 「1. 全くそう思わない」から「5. とてもそう思う」の5

段階の評定尺度 

 属性項目 

 「年齢」「性別」「学年」「居住形態」の4項目 



結果：回収率 
 回収率 

登録者241名に対し188部(回収率78.0%) 

操作チェックにおいて、3問中2問以上の誤
回答があった44部を除外 

有効票は144部(有効回収率59.7%) 

 属性 

男性54名(37.5%)、女性89名(61.8%)、無回
答1名 

平均年齢18.99歳(SD1.196） 



結果：因子分析 
 環境配慮型家電製品の購買行動の認知・行動評価 

 12項目に対し、因子分析を実施、3因子による解釈
が適切であると判断 

○ リスク・責任帰属認知因子(4項目、α＝.820) 

○ 対処有効性認知因子（2項目、α＝.957） 

○ 社会規範評価因子(2項目、α＝.870） 

 家電購入時の注目要因 

 9項目に対し、因子分析を実施、2因子による解釈
が適切であると判断 

○ 製品機能因子（3項目、α＝.638） 

○ 製品環境負荷因子（1項目） 

 



結果：購買意図規定因 
 シナリオ2要因(価格の高低・省エネ性能の高低)を独立
変数とした分散分析 

 価格面の主効果：自己負担に対して有意 

 省エネ性能面の主効果：自己負担・親負担共に有意 

 交互作用：自己負担・親負担共に有意ではなかった 

 リスク・責任帰属認知(尺度得点の上位群・下位群)、対
処有効性認知(尺度得点の上位群・下位群)を独立変数と
した分散分析 

 いずれの主効果・交互作用も自己負担・親負担共に
有意ではなかった。 

 



シナリオ2要因の分散分析(自己負担での
購買行動) 
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結果：追加支払許容額 
 シナリオ2要因(価格の高低・省エネ性能の高低)と
追加支払許容額のクロス集計 

 度数分布を考慮し、値の再割り当てを実施 

 シナリオの違いによって追加支払許容額が異な
るとは言えなかった 

 性別と追加支払許容額のクロス集計 

 度数分布を考慮し、値の再割り当てを実施 

 性別の違いは、追加支払許容額に有意 

 リスク・責任帰属認知、対処有効性認知を独立変
数とした分散分析 

 度数分布を考慮し、値の再割り当てを実施 

 いずれの主効果・交互作用も自己負担・親負担
共に有意ではなかった 

 

 



性別と追加支払許容額のクロス集計 
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結果：価格妥当性 
 価格妥当性項目の分散分析 

価格面・省エネ性能面の主効果：有意 

交互作用：有意傾向 

○高製品価格であれば、価格が妥当～やや高い
と考える 

○省エネ性能が低ければ、価格がやや安い～妥
当と考える 

 

 



シナリオ2要因の分散分析(価格妥当
性に対して) 
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結果：用語認知度 
 性別と用語認知度のクロス集計 

「省エネラベル」：有意ではなかった。 

「省エネ基準達成率」：有意 

○以前から知っている：男性約43%、女性
約23% 

「家電エコポイント」：有意傾向 

○以前から知っている：男性約64%、女性
約49% 

 



用語「省エネ基準達成率」の認知度 
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用語「家電エコポイント」の認知度 
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64.2％ 35.8％ 

49.4％ 50.6％ 



考察 
 仮説と結果 

 「価格が安ければ、環境配慮型家電製品の購買行動は
促進される」 

○ 自己負担における場合のみ、低価格条件の方が高価
格条件より購入に肯定的 

○ 親負担の場合は同様の結果が見られなかった 

○ 自己負担における場合のみ、本実験での仮説が支持 

 「省エネ性能が優れていれば、環境配慮型家電製品の
購買行動は促進される」 

○ 自己負担、親負担共に、高省エネ性能条件の方が低
省エネ性能条件より購入に肯定的 

○ 本実験での仮説が支持 



考察 
 「シナリオ内で欲しいと思った家電製品のセットの
価格が高額であるほど追加支払許容額は減少する」 

○ 関連は見られなかったことから、本研究における仮
説は支持されなかった 

 「環境リスク認知、対処有効性認知が低いほど、追
加支払許容額は減少する」 

○ 関連は見られなかったことから、本研究における仮
説は支持されなかった 

 その他の結果 

 用語の認知度について、男性の方が知っている人の
割合が多かった。 

 追加支払許容額について、男性の方が多く支払う意
向を示した。 
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